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原
水
爆
禁
止
国
民
平
和

大
行
進
（
富
山
―
広
島
コ
ー

ス
）
が
７
月
２
０
日
、
島
根

県
に
入
り
ま
し
た
。 

２
３
日
の
松
江
市
天
神

ロ
ー
タ
リ
ー
の
出
発
式
に

は
、
尾
村
利
成
県
議
と
と
も

に
犬
丸
淳
・
県
総
務
部
長
が

駆
け
つ
け
て
挨
拶
し
、
「
猛

暑
が
続
い
て
い
ま
す
。
体
調

に
留
意
し
て
頑
張
っ
て
下

さ
い
」
と
激
励
。（
写
真
） 

通
し
行
進
者
の
米
山
幸

子
さ
ん
（
７
７
）
は
、
昨
年

７
月
に
国
連
で
１
２
２
カ

国
の
賛
成
で
「
核
兵
器
禁
止

条
約
」
が
採
択
さ
れ
た
こ
と

に
ふ
れ
、
「
日
本
政
府
は
そ

っ
ぽ
を
向
い
て
い
る
。
国
民

の
声
で
政
府
の
姿
勢
を
正

し
て
い
き
た
い
」
と
話
し
ま

し
た
。
ま
た
、
県
議
会
を
表

原
発
を
「
重
要
な
ベ
ー
ス

ロ
ー
ド
電
源
」
と
位
置
づ

け
、
２
０
３
０
年
度
の
全

電
源
に
占
め
る
原
発
の
割

合
を
２
０
～
２
２
％
と
し

て
い
ま
す
。 

し
か
し
、
こ
れ
を
実
現

し
よ
う
と
思
え
ば
、
運
転

開
始
か
ら
４
０
年
未
満
の

原
発
を
全
て
稼
働
し
て
も

足
り
ず
、
こ
れ
に
加
え
て

４
０
年
以
上
の
原
発
や
新

た
な
原
発
さ
え
も
動
か
さ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

福
島
第
２
原
発
も
、
柏

崎
刈
谷
原
発
も
、
そ
し
て

島
根
原
発
２
・
３
号
機
も

動
か
す
な
ど
と
い
う
と
ん

で
も
な
い
計
画
を
、
国
民

は
決
し
て
許
す
は
ず
が
あ

り
ま
せ
ん
。 

世
界
で
は
原
発
に
頼
ら

安
倍
政
権
は
７
月
３
日

に
「
第
５
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
」
を
閣
議
決
定

し
ま
し
た
。 

そ
こ
で
は
、
引
き
続
き

な
い
、
原
発
ゼ
ロ
の
国
へ

と
す
で
に
大
き
な
歩
み
を

進
め
て
い
ま
す
。 

フ
ラ
ン
ス
は
２
０
３
０

年
ま
で
に
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
で
全
電
源
の
４

０
％
を
、
ド
イ
ツ
は
４
０

～
４
５
％
、
Ｅ
Ｕ
全
体
で

も
４
５
％
を
ま
か
な
う
こ

と
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。 

し
か
し
な
が
ら
、
日
本

は
２
２
～
２
４
％
。
こ
の

点
で
も
安
倍
政
権
は
も
は

や
時
代
遅
れ
。 

一
日
も
早
い
退
陣
と
、

何
よ
り
島
根
原
発
の
再
稼

働
と
新
規
稼
働
、
上
関
原

発
の
建
設
を
絶
対
に
阻
止

し
ま
し
ょ
う
。 

７月５日からの西日本豪雨で、被災されたみなさまに心からのお見舞いを申し上げます。日本共産党は災害直後から現地に入り、

被害の実態把握に努めるとともに、被災者や自治体関係者から様々なご要望を伺ってきました。党県議団は、住宅再建や農業支援

など２３項目の要望を要請し、床上・床下浸水などへの支援金支給が実現。全国トップクラスの被災者生活支援制度となりました。 

この間の調査（党ボランティア活動含む）で寄せられた声 

◆「県からエコファーマー認証や有機農作物ＪＡＳ認証を受けている。

ハウスや農機具が流され、田畑が浸水した。有機ＪＡＳ表示ができな

いコメも出るなど甚大な被害が生じた」（美郷町の有機農業農家） 

◆「毎年のように浸水し、個人で舟（ボート）を所有し、今回もボートで

避難した。大雨で田が浸水するため、この地区は全員耕作をやめた」

（１３世帯中５世帯が浸水した美郷町港地区の住民） 

◆「上流域の堤防整備率は９５％なのに、下流域はわずか６５％。江

の川流域の相次ぐ水害は人災と言えるのではないか。河川整備計画

を前倒しし、早く堤防を設置してほしい」（川本町の被災住民） 

◆「パソコンや印刷機器など約１千万円の設備がダメになった。営業

再建の直接助成をお願いしたい」（江津市松川町の広告・内装業者） 

４月の県西部地震に続き、今回の災害でも県の支援制度を拡充 

 島根県は２０日、西日本豪雨の被災地支援のため、浸水などがあ

った住宅再建の支援対象を半壊と一部損壊に拡大。県内産木材や

石州瓦を使用した住宅再建にも助成するほか、農業や中小企業に

対する直接支援の実施も決めました。（主な事業は下記参照） 

政
府
交
渉
で
豪
雨
被
災
地
の
声

を
届
け
る
（７
月
１
３
日
） 

広
島
県
竹
原
市
の
被
災
地
を
訪

ね
要
望
を
聴
取
（７
月
１
９
日
） 

敬
訪
問
し
、
党
県
議
団
が
同

席
し
ま
し
た
。 

 

島
根
原
発
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

問
題
県
民
連
絡
会
は
２
１

日
、
中
国
電
力
が
新
規
稼
働

を
狙
う
島
根
原
発
３
号
機

の
国
へ
の
審
査
申
請
を
許

さ
な
い
緊
急
集
会
を
松
江

駅
前
で
開
き
ま
し
た
。
集
会

後
、
「
３
号
機
稼
働
反
対
」

「
２
号
機
再
稼
働
反
対
」
な

ど
と
コ
ー
ル
し
な
が
ら
パ

レ
ー
ド
し
ま
し
た
。 

 

同
会
の
保
母
武
彦
事
務

局
長
が
あ
い
さ
つ
し
、
「
仲

間
を
増
や
し
て
原
発
反
対

の
運
動
を
粘
り
強
く
進
め

て
い
こ
う
」
と
呼
び
か
け
ま

し
た
。 

 

市
民
と
野
党
の
代
表
ら

８
人
が
リ
レ
ー
ト
ー
ク
。
立

憲
民
主
党
の
白
石
恵
子
県

議
は
「
自
民
党
な
ど
の
会
派

が
数
の
論
理
で
（
３
号
機
の

審
査
申
請
を
了
解
す
る
）
賛

成
採
決
を
強
行
し
た
。
知
事

の
態
度
も
曖
昧
で
（
県
議
会

は
）
非
情
に
危
う
い
状
況
に

あ
る
」
と
強
調
し
ま
し
た
。 

 

同
原
発
か
ら
３
０
キ
ロ

圏
内
の
日
本
共
産
党
議
員

団
も
発
言
し
ま
し
た
。 

【県への要請内容（主なもの）】 

① 「激甚災害」に指定されるよう国に強く働きかけること。 

② 住家の被害については、外見による認定だけでなく、被災者の

訴えを反映した、住まいとしての機能に着目した認定を行うこ

と。罹災（りさい）証明の発行、被害認定の職員確保については

万全を期すこと。 

③ 床上浸水や床下浸水への支援金制度を創設するなど、県の被

災者生活再建支援制度の拡充を図ること。 

④ 被災自治体の要望を十分に踏まえ、今年４月の県西部地震の

被害対策のように迅速に検討し、対応すること。 

⑤ 被災した農家や事業者の設備・機械、商店・商店街などの再建

に必要な直接支援を行うこと。（住家や店舗改修への県産木材

を使用した際の助成、４月の県西部地震時に創設した「小売店

等持続化支援事業」の直接助成など） 

⑥ 河川や道路の災害復旧は、関係住民の要望や意見をよく聞き、

単なる復旧ではなく、災害防止の「改良復旧」を基本とすること。 

●住宅再建の支援対象を半壊と一部損壊に拡大 半壊（損害基準判定 20～40％）１００万円、一部損壊（同 10～20％）４０万円。 

●農業用施設や機械の復旧経費支援 農業用の施設や機械の復旧に要する経費を市町村とともに支援。 

●小売店の修理など支援 上限１００万円（被害が大規模な場合は２００万円） 

 


